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
主要な設備の状況

ａ 最近連結会計年度末（ただし書の規定


により中間連結貸借対照表を掲げた場合には、
当該中間連結貸借対照表に係る中間連結決算日現在）における主要な設備（連結会社以外
の者から賃借しているものを含む。以下ａにおいて同じ。）について、提出会社、国内子会
社、在外子会社の別に、会社名（提出会社の場合を除く。）、事業所名、所在地、設備の内
容、設備の種類別の帳簿価額（土地については、その面積も示す。）及び従業員数を、セグ
メント情報に関連付けて記載すること。

ａ 最近連結会計年度末（ただし書


により中間連結貸借対照表を掲げた場合には、当該中
間連結貸借対照表に係る中間連結決算日現在）における主要な設備（連結会社以外の者か
ら賃借しているものを含む。以下ａにおいて同じ。）について、提出会社、国内子会社、在
外子会社の別に、会社名（提出会社の場合を除く。）、事業所名、所在地、設備の内容、設
備の種類別の帳簿価額（土地については、その面積も示す。）及び従業員数を、セグメント
情報に関連付けて記載すること。

なお、類似の事業を営む事業所が多数設立されている場合には、代表的な事業所名を示
した上

で、事業の種類別又は地域別に一括して記載することができる。

なお、類似の事業を営む事業所が多数設立されている場合には、代表的な事業所名を示
したうえ

で、事業の種類別又は地域別に一括して記載することができる。

また、ただし書の規定


により四半期連結貸借対照表を掲げた場合には、当該四半期連
結貸借対照表に係る四半期連結累計期間において、主要な設備に関し、次に掲げる場合に
該当するときは、それぞれ次に定める内容を記載すること。

また、ただし書


により四半期連結貸借対照表を掲げた場合には、当該四半期連結貸借
対照表に係る四半期連結累計期間において、主要な設備に関し、次に掲げる場合に該当す
るときは、それぞれ次に定める内容を記載すること。

［⒜・⒝ 略］ ［⒜・⒝ 同左］
ｂ 連結財務諸表を作成していない場合には、最近事業年度末（ただし書の規定


により中

間貸借対照表を掲げた場合には、当該中間貸借対照表に係る中間決算日現在）における主
要な設備（賃借しているものを含む。）について、ａに準じて記載すること。

ｂ 連結財務諸表を作成していない場合には、最近事業年度末（ただし書


により中間貸借
対照表を掲げた場合には、当該中間貸借対照表に係る中間決算日現在）における主要な設
備（賃借しているものを含む。）について、ａに準じて記載すること。

また、ただし書の規定


により四半期貸借対照表を掲げた場合には、当該四半期貸借対
照表に係る四半期累計期間において、主要な設備に関し、ａに準じて記載すること。

また、ただし書


により四半期貸借対照表を掲げた場合には、当該四半期貸借対照表に
係る四半期累計期間において、主要な設備に関し、ａに準じて記載すること。

ｃ ［略］ ｃ ［同左］


［略］ 


［同左］
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
株式の総数等

［ａ～ｈ 略］ ［ａ～ｈ 同左］
ⅰ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること（「１ 株
式等の状況」の「


発行済株式総数、資本金等の推移」から「３ 配当政策」までにお

いて同じ。）。

ⅰ 協同組織金融機関の場合には、普通出資及び優先出資に区分して記載すること（「１ 株
式等の状況」の「


発行済株式総数、資本金等の推移」から「３ 配当政策」までにお

いて同じ。）。
ｊ 相互会社にあっては、記載を要しない（「１ 株式等の状況」の「


所有者別状況」か

ら「 役員・従業員株式所有制度の内容」


まで及び「４ 株価の推移」において同じ。）。
ｊ 相互会社にあっては、記載を要しない（「１ 株式等の状況」の「


所有者別状況」か

ら「 ストックオプション制度の内容」


まで及び「４ 株価の推移」において同じ。）。


ストックオプション制度の内容 ［加える。］
ａ 取締役、使用人等に対して新株予約権証券を付与する決議がされている場合には、当該
決議に係る決議年月日並びに付与対象者の区分及び人数を決議ごとに記載し、当該決議が
されていない場合には、該当ない旨を記載すること。
ｂ 当該決議により新株予約権証券を付与する、又は付与している場合には、最近事業年度
の末日における当該新株予約権に係る次に掲げる事項を記載すること。
なお、当該決議により新株予約権証券を付与している場合には、届出書提出日の属する
月の前月末現在における当該事項を併せて記載すること。ただし、届出書提出日の属する
月の前月末現在において、記載すべき内容が、最近事業年度の末日における内容から変更
がない場合には、その旨を記載することによって、届出書提出日の属する月の前月末現在
に係る記載を省略することができる。
⒜ 新株予約権の数
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